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労働組合運動の再興に向けて 新しい組合モデルの論議を

No.180 2004年2月

日本の労働組合組織率（雇用者に占める労働組合員の比率）は2003年には19.6％とな

り、ついに20％を割り込んだ。労働組合員数は前年より27万人減少し1,053万人とな

り、10年前からは200万人減となった。昨年12月16日発表の厚生労働省「平成15年労

働組合基礎調査の概要」（2003年6月調査）は、以上のような労働組合の後退の姿を伝

えている。

ここ5年間の組合員数の動向を見ると、減少数が大きいのは、産業別では製造業（5年

間で73万人減）、運輸・通信業（63万人減）などあり、企業規模別では1000人以上規

模の大企業（88万人減）、999人～300人の中堅企業（18万人減）、299人～100人規模

の中企業（15万人減）などとなっている。しかし、その減少率でみると、企業規模別

では従業員100人未満の小企業で18％減、100～299人規模の中小企業が17％減であ

り、中小・小規模企業における組合員数の減少率が大きい。また、男女別では、女性組

合員の減少がより大きく、2003年の女性労働者の組織率は13.2％に低下している。そ

して、パートタイム労働者の組合員数はこの間に緩やかに増えているが、その組織率は

3％にすぎず、5年前より0.5％ポイントの改善にとどまっている。

この顕著な組織率、組合員数の減少は、90年代以降の不況の長期化、経済のサービス

化が大きく影響している。しかし経済・産業事情のみでなく、近年には新設組合数とそ

の組合員数が傾向的に縮小しており、労働組合の組織化活動が弱まっていることの影響

も見逃せない。
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連合は、組織率の低下を止めるため、90年代後半から運動方針の最優先課題に組織化

活動の強化を据えてきた。96年10月から3年間の第1次組織拡大実行計画（組織化目標

110万人）、引き続く2年間の第2次計画（70万人）、さらに2001年10月から2年間の

「組合づくり・アクションプラン21」（60万人）を計画的に実施してきた。しかし、

これら計画の実績は、第1次計画、第2次計画では、目標の2割以下にとどまった。その

反省から組織化対象を積み上げて目標を設定し、その計画に連合予算の2割を投じると

した「アクションプラン21」においても、2年間で29万4千人の組織化実績であり目標

達成率は49％にとどまっている。そしてこの2年間で、連合の組合員数は39万人減少し

「深刻に受け止める」との事態に至っている。

一方、労働組合への働く者の期待はけっして低くはない。「労働組合は是非必要だ」と

25％の勤労者が指摘し、「どちらかと言えばあったほうがよい」と考える人も含めれ

ば7割弱の勤労者は必要と評価している。組合未加入者で「組合に加入したい」「声を

かけられたら加入しても良い」との人は約18％おり、特に中小企業では25％前後と高

い（連合総研：「第6回仕事と暮らしアンケート」2003年10月調査）。また、解雇問

題、処遇格差、雇用創出などにおいて労働組合に役割発揮を求める声も強い（連合「第

2次失業者調査」2002年2月）。労働組合の組織率低下を止めるためには、これらの声

に応えた労働組合活動が求められる。それには従来型の労働組合活動を強めるのみでは

なく、新しい労働組合モデルを積極的に創り出す必要があろう。

労働組合の組織率が80年代以降に顕著に低下している現象は、日本のみでなく欧米主

要国においても共通している。その原因としては、サービス経済化などの産業構造の変

化、雇用構造の多様化、労働者意識の個人主義化などが指摘されている。欧米の労働組

合は1990年ごろから組織化重視の運動方針を確立し、従来型の労働組合の機能を見直

した新しい労働組合モデルを創りだしつつある。それは、組合役職員が組合員に主とし

てサービス提供するとのこれまでの労働組合モデルから、組合の場で現場の労働者がそ

の関心や利害を自ら解決することを支援する新しい組織化重視の労働組合モデルであ

る。
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この試みではアメリカの労働組合中央団体であるAFL－CIOの取り組みが注目される。

アメリカでも80年代以降に組織率が傾向的に下落し続け（2003年の組織率13.2％）、

組合員数も80年代には約500万人も減少した（1998年に下げ止まり、以降やや回復）。

この事態に対して、AFL－CIOは89年に組織化センターを設立し、オルガナイザーの積

極的育成を行い産業別組織に配置した。さらに95年の会長選挙で勝利した「新しい

声」を代表するスウィニー会長は産業別組織にその財政の30％を組織化活動に充てる

よう提案し、AFL－CIO予算から合同組織化キャンペーンのために新たに2000万ドルを

拠出し、オルガナイザーに女性や若手を積極的に採用し、労働組合活動の中心に組織化

を据えた。この戦略により、近年には産業別組織の組織化機能が強まり、この運動の中

から労働者の尊厳、公正、権利を強める新しい組織化型の労働組合モデルが生み出され

てきている。この活動は、さらに低賃金労働者や移民労働者の声を重視する組織化活動

に広がり、地域市民活動との連携を創りだしつつある。

イギリスにおいても、80年代以降に組織率の低下が進み、これに対して90年代半ばに

中央団体のTUCは、組織化を中心とした新しい労働運動戦略を産業別組織に呼びかけ

た。その中で、特に公共部門の労働組合は、職場重視の新しい活動を強め、行政機構改

革の激変のなかで女性組合員数を維持・増加させ、パート労働者の組織率は20％を確

保し、非白人労働者の労働組合活動が活発化するなど再生の動きが出始めている。

日本の組織化活動においても、これら欧米の活動も参考にしながら女性、若者、パート

労働者、中小・地場産業労働者、失業者などが積極的に参加できる新しい労働組合のあ

り方について議論を深める必要があろう。職場、地域の働く者が進んで参加できる労働

組合を創りだす条件は何か。組合未加入の働く人の関心を結集できる新しい労働組合モ

デルは何かなどについて関係者が活発かつ広範な議論を興すことを期待したい。
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寄 稿

春闘の調整機能低下と

韓国の産別労働組合運動

立教大学社会学部助教授 李 日文珍（イ ミンジン）

春闘が本格化する時期になった。ここ数年の春闘の経過や結果を見ると、労組側におけ

るナショナルレベルや産業レベルの調整機能が落ちている、これと相伴って企業レベル

の交渉の重みが増している、春闘のリード役の労組の決定が賃上げ抑制にはたらいてし

まう、などがめだってきているように思われる。こうした状況を目にして、私は拙著

（『賃金決定制度の韓日比較』、2000）で日本の賃金決定制度についてナショナルレベ

ルや産業レベルで調整される企業別交渉制度であると結論付けたことに修正を加えなけ

ればならない事態になりかねないという憂慮を抱く。さらに、私の拙著の結論に修正を

迫ってくるのは、韓国の労働運動の新しい展開である。グローバル化の進展と労働組合

への影響に関しては、労働組合の影響力や交渉力の低下など、悲観的見方が強い。こう

した見方を裏切るように、韓国の労働運動は金融危機後の暫くの沈滞から抜け出し、最

近、活発かつ興味深い展開を見せている。興味深い展開というのは、きわめて分権的で

あった韓国の労働運動や労使関係が集権化への動きを見せていることである。この動き

は、上述した最近の春闘の状況とは対照的である。

産別組織への転換と産別交渉の動き

韓国の企業別労働組合が産業別組織形態への転換に本格的に取り掛かったのは、金融危

機後の大規模の企業構造調整や労働市場の柔軟化の急進を経験してからであった。産別
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労組の設立は、保健医療労組（1997年、民主労総系）、証券労組（1999年3月、民主労

総系）、金融労組（2000年3月、韓国労総系）、言論労組（2000年11月、民主労総

系）、金属労組（2001年2月、民主労総系）など、相次いだ。2001年に産別労組は31労

組で、傘下組合員は全組合員のうち３割を占めることになった。産別交渉は、金融労組

が結成直後より、また証券労組も2002年より行っているが、金属労組などは経営側の反

対によって行わずにいた。しかし、2003年に金属労組と経営側との間に産別交渉が行わ

れた。金属労組の産別交渉の実現によって、現在労働組合が取り組んでいる産別労組の

設立や産別交渉に弾みがつくであろうと、労組側の期待が高まっている。

金属労組の産別交渉の実現について、韓国労働界は産別時代への大きな一歩であるとそ

の歴史的意義を強調した。なぜ、これほど韓国労働界は金属労組の産別交渉について歴

史的意味を付与するのか。金属労組の産別交渉は基本協約に関する交渉であったもの

の、いくつかの点で注目に値するし、また韓国労働運動や労使関係に影響を与えると思

われるからである。

第1、週5日勤務制が法制化される前に、産別交渉でその導入に合意したことであ

る。2002年に金融労組や証券労組が産別交渉で週5日勤務制の導入について使用者側と合

意したことがあるが、金属労組の産別交渉では、労組側の主張が全面的に取り入れられ

た「賃金などの労働条件を低下させない週5日勤務制の導入」が合意されたのである。現

在韓国の労使政間で最大の懸案になっている週5日勤務制の法制化への影響は必至であ

る。こうした産別交渉での時短についての合意は、ドイツで見られる労働時間について

の交渉権の従業員代表組織への委譲（「構造化された分権化」、Traxler）とも異なる動

きである。

第２、産別交渉が、製造業で、かつ金属労組の交渉相手になる使用者組織が存在してい

ない複数業種部門で、行われたことである。産別交渉に同意した100の中堅・中小企業が

使用者側の交渉代表を自主的に組織し、交渉代表に交渉権と締結権を委譲し、金属労組

との交渉に臨んだのである。今まで経営側は使用者団体が組織されていない業種が多い

ので、労組側の産別交渉に応じられる状況ではないといい続けた。しかし、金属労組の
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産別交渉は使用者組織の不在の部門でも産別交渉が可能である、したがって使用者組織

の不在が産別交渉への移行に向けての妨げにはならないことを示す。

第３、使用者側が金属労組に産別交渉を提案するなど、積極的であったことである。使

用者側は現在の企業別交渉に限界を、すなわち個別企業の交渉が金属労組の共闘日程に

合わせられて進められる、また一斉にストが行われる現状を変える必要性を認識したと

いう。つまり、使用者側は産別交渉のほうがストと企業を分離させることができ、企業

別交渉より効率的かつ交渉費用がよりかからないと判断したという。こうした使用者側

の判断は、1960年代にヨーロッパで使用者側がショップ・フロアレベルの好戦的労働運

動に対抗して交渉レベルを集権化した歴史的経緯を思い出すと、十分に理解できる。し

たがって、金属労組のケースは、労使のパワー関係によっては経営側が必ずしも分権的

交渉が有利であるとは考えていないことを示す。第４、産別交渉で合意された基本協約

は非正規雇用者（臨時職や社内下請け労働者）の保護に関する内容を含んでいることで

ある。こうした基本協約は他の企業別交渉や産別交渉にも影響を与え、現代自動車の労

使は社内下請け労働者の賃上げなどの処遇改善に合意、また証券労組は2003年の賃上げ

率を非正規労働者にも同様に適用することで使用者側と合意したのである。

春闘への示唆

交渉レベルの集権化は労働協約のカバーリッジの拡大や労働条件の平等的適用を意味す

る。また労組の労働条件の統制力の拡大を意味する。近年の春闘の展開から憂慮される

のは、正規・非正規労働者間、中小企業・大企業労働者間の労働条件の格差の拡大であ

る。そして労働組合の存在感の低下である。今まで、春闘の重要な機能の一つは、企業

別交渉を産業レベルで、またナショナルレベルで調整することによって企業間格差の拡

大に歯止めをかけてきたことである（私は拙著で、この機能が働くから、日本の大企

業・中小企業間の格差は韓国のそれより大きくないと、積極的に評価した）。この機能

の後退に日本の労働組合が危機意識を持たなければ、労働組合みずからその社会的存在
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意義の停滞を招くことになるであろう。
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特 別 寄 稿

若者の失業率はなぜ高いのか

一橋大学大学院経済学研究科教授 大橋 勇雄 

若者の失業

元気で働ける人にとって職がないことは人生の中で最も悲しい出来事の一つであろう。そ

れによって生活が脅かされるだけではなく、仕事上の達成感をうる機会を失い、自尊心ま

でをも傷つけられてしまう。しかも、失業の経験はその後の労働生涯においてプラスにな

ることは少ない。こうしたことから、失業率が国の雇用情勢や政府の経済政策の適切さを

表わす指標としてよく利用されるのは当然のことである。

日本では総務庁統計局が毎月末に「労働力調査」を実施し、失業の実態を把握している。

調査対象は全国で約4万世帯であるから、調査の対象とされた経験をもつ人はまず少ないだ

ろう。この調査で失業に分類される人は、月末の1週間に少しも仕事をしなかった人のう

ち、すぐに仕事に就くことができ、しかも実際に何らかの形で仕事を探していたと答えた

人である。こうした失業の定義から、月末にアルバイトを探していた学生やパ－トの仕事

を探していた家庭の主婦も当然のことながら失業者に分類される。また仕事を探していた

という行動には求職活動の結果待ちや新しく事業を始めるための準備なども含まれる。要

するに、統計的に把握される失業者には様々なタイプがあるということである。

図 ：年齢別にみた失業率の推移 
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こうした様々なタイプの失業者の動きを最も簡便に知る方法は、失業率を年齢別にみるこ

とである。というのは、失業の意味が年齢によって大きく異なるからである。ここに掲載

したグラフによれば、日本では1973年の石油ショック以降、すべての年齢層で失業率は傾

向的に上昇している。ここでは特に次の3点に留意したい。第一に、失業率の傾向的な上昇

はすでに石油ショック以降から観測され、バブル期にはその傾向が異常ともいえる人手不

足のもとに一時中断したが、バブル崩壊後にはそれを取り戻すかのように急激な上昇局面

に入っている。第二に、若年層（15歳から24歳層）及び60歳台前半層の失業率が急激に上

昇する一方で、他の年齢層の失業率は緩やかに上昇したため、失業率の高い層と低い層と

の間の乖離が大きくなっている。第三に、55歳から59歳層の失業率が1980年代の後半から

相対的に低下してきている。この小論の目的は、若年層の失業に焦点を当てながら、こう

した失業率の動きの背後にあるものを考えることである。

失業率の動きを説明する上で、最初に注目すべきは労働市場の需給バランスであるが、そ

の指標としてよく利用されるのが求人倍率である。これは公共職業安定所における過去3ヶ

月間の求人数の合計を求職者数で割った比率である。この倍率をみると、1990年前後のバ

ブル期には1を超えているものの、1975年から今日に至るまで0．6前後で安定しており、
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最も低い1999年ですら0．48である。つまり、傾向的な失業率の上昇を需給バランスの動

きでは十分に説明できないのである。ただし、ここでは求人倍率が新規学卒者の求職や彼

らに対する求人を除いていることに注意したい。

それでは他にどんな説明が可能なのだろうか。有力な変数は経済成長率である。1975年か

ら1999年までの5年間ごとの平均実質GDP成長率をみると、4．5％、3．5％、4．5％、さ

らにバブル崩壊後には2．1％、1．1％と、バブル期の上昇を除けば、傾向的に低下してき

ている。これが若年層の失業率を上昇させている大きな要因であるようにみえる。しか

し、これだけでは若者の失業率が他の層と比較して格段に高くなったことを十分に説明で

きていないだろう。

若者の失業率が高い原因

若年層の失業率が高いのは、実は日本だけの現象ではない。アメリカやフランス、イギリ

ス、イタリア、カナダなどの欧米でもそれは重要なテーマになっている。とりわけ、注目

されるのは、多くの国で戦後生まれのベビー･ブーマーが1980年前後に若年層から中年層に

移行し、若年層に有利な年齢構成となったにもかかわらず、彼らの失業率が上昇している

ことである。少子・高齢化を迎えている日本でも同じである。しかも年齢構成の他にも若

年層に有利な条件はまだある。たとえば、産業全体におけるサービス産業や商業のウエイ

トの増大は若者に有利なはずである。また携帯電話やゲーム機などの日常的な利用によっ

て、彼らはそれを使用せずに育った中高年よりはるかにコンピューターに対して慣れ親し

んでいるはずである。こうした好条件に反して、なぜ若者の失業率は高いのかが欧米でも

問題になっているのである。

若者の相対的に高い失業率を説明する仮説が二つある。一つは、その原因を景気の長期的

な低迷にもとめる見方である。特に、年功的な処遇と長期雇用を柱とする日本的雇用慣行

のもとで、企業は景気の後退にともなって雇用調整を中高年の解雇ではなく、新規採用の

抑制を優先させて実施するために、新規学卒者が既存の労働者によって仕事から押しのけ
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